
 

 

 

 

九条南小学校・九条東小学校・九条北小学校再編整備計画 

 

教育環境の確保及び教育活動の充実を目的とした学校配置の適正化を推進するため、次のと

おり九条南小学校・九条東小学校・九条北小学校における学校再編整備計画を策定する。 

 

記 

 

１ 学校再編整備の対象校 

・九条南小学校 

・九条東小学校 

・九条北小学校 

 

２ 学校適正配置の手法 

（１）九条東小学校と九条南小学校を統合 

（２）九条東小学校と九条北小学校を統合 

  ※九条東小学校の通学区域のうち、九条 2 丁目 14 番～29 番、九条 3 丁目 1 番～8 番の通学

区域について、九条北小学校と統合し、上記以外の通学区域について、九条南小学校と統

合する。 

 

３ 活用する学校施設及び改修等の計画 

２（１）について 

 九条南小学校の校地（大阪市西区九条南２丁目）において校舎の増築等 

 

２（２）について 

 九条北小学校の校地（大阪市西区九条南４丁目）において校舎の増築等 

 

４ 学校適正配置の時期 

・令和 11年４月（九条南小学校及び九条北小学校の施設整備の完了後） 

 

５ 学校再編整備後の通学路と安全対策 

  ・通学路（案）は別紙のとおり 

  ・通学路において児童が安全・安心に登下校できるよう、警察や道路管理者とも連携し、道路標

示などの必要な安全対策を実施する。 

   

 

 

 

別紙２ 



６ 当該学校の児童数の推移・見込み 

（１）九条東小学校について 

  標準学級（12 学級以上）を下回った学級編制であり、令和 4 年度より学級編制基準では、普通

学級において複式学級が発生している。今後も少子化に起因して児童数の大幅な増加が見込

めないことから、近年の入学者数を勘案すると、複式学級が増加するなど、さらなる小規模化が

進むことが想定される。 

（九条東小学校の児童数・学級数推計 調整区域除く） 

年度 児童数 普通 

学級数 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 

令和５年度 ６５人 ５学級 ９人 ９人 ４人 １０人 １７人 １６人 

令和６年度 ６０人 ４学級 １１人 ９人 ９人 ４人 １０人 １７人 

令和７年度 ５５人 ４学級 １２人 １１人 ９人 ９人 ４人 １０人 

令和８年度 ５４人 ５学級 ９人 １２人 １１人 ９人 ９人 ４人 

令和９年度 ６０人 ５学級 １０人 ９人 １２人 １１人 ９人 ９人 

令和 10年度 ５８人 ６学級 ７人 １０人 ９人 １２人 １１人 ９人 

令和 11年度 ５７人 ６学級 ８人 ７人 １０人 ９人 １２人 １１人 

 

（２）九条南小学校について 

 標準学級（12 学級以上）を下回った学級編制であり、区域内において今後、少子化に起因して

児童数は減少傾向となり、12学級を上回らない見込みである。 

（九条南小学校の児童数・学校数推計） 

年度 児童数 普通 

学級数 

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 

令和５年度 ２６６人 １０学級 ５６人 ４２人 ４３人 ５１人 ４０人 ３４人 

令和６年度 ２５９人 １０学級 ２９人 ５６人 ４１人 ４２人 ５１人 ４０人 

令和７年度 ２４５人 １０学級 ２８人 ２９人 ５５人 ４０人 ４２人 ５１人 

令和８年度 ２２４人 ９学級 ３２人 ２８人 ２８人 ５４人 ４０人 ４２人 

令和９年度 ２０７人 ８学級 ２６人 ３２人 ２７人 ２８人 ５４人 ４０人 

令和 10年度 ２００人 ７学級 ３４人 ２６人 ３１人 ２７人 ２８人 ５４人 

令和 11年度 １７２人 ６学級 ２７人 ３４人 ２５人 ３１人 ２７人 ２８人 

 

（３）九条北小学校について 

 標準学級（12 学級以上）を下回った学級編制であり、一時的に増加するものの、区域内において

今後、少子化に起因して児童数は減少傾向となり、12学級を上回らない見込みである。 

    （九条北小学校の児童数・学級数推計） 

年度 児童数 学級数 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 

令和５年度 ２４１人 ８学級 ３６人 ４５人 ４６人 ４０人 ３９人 ３５人 

令和６年度 ２５２人 １０学級 ４９人 ３５人 ４５人 ４６人 ３９人 ３８人 

令和７年度 ２５７人 １２学級 ３７人 ４９人 ３７人 ４７人 ４７人 ４０人 

令和８年度 ２５７人 １２学級 ４３人 ３６人 ４９人 ３７人 ４６人 ４６人 



令和９年度 ２４３人 １２学級 ３６人 ４１人 ３６人 ４９人 ３６人 ４５人 

令和 10年度 ２３４人 １０学級 ３９人 ３５人 ４１人 ３６人 ４８人 ３５人 

令和 11年度 ２２９人 ９学級 ３３人 ３８人 ３５人 ４１人 ３５人 ４７人 

 

（４）学校再編整備後の小学校の児童数・学級数の見込み 

・九条南小学校との統合校について 

学校再編整備時の令和 11年度には、児童数３３６人の１２学級を見込んでいる。 

（学校再編整備後の児童数・学級数推計 調整区域含む） 

年度 児童数 学級数 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 

令和 11年度 ３３６人 １２学級 ４７人 ５９人 ５６人 ５３人 ５９人 ６２人 

 ※６（１）の九条東小の推計においては、現状で調整区域からの通学が微少のため考慮していないが、統

合後については魅力化に努めることから調整区域を含めた算出としている。なお、調整区域を除いたと

しても 12学級（適正規模）となる見込みである。 

 

 ・九条北小学校との統合校について 

  学校再編整備時の令和 11年度には、児童数２５４人の１２学級を見込んでいる。 

（学校再編整備後の児童数・学級数推計） 

年度 児童数 学級数 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 

令和 11年度 ２５４人 １２学級 ３９人 ４２人 ３７人 ４８人 ３９人 ４９人 

 

７ その他（統合前後の学校運営等について） 

（１）教育方針・教育内容 

〇統合を円滑に進めるため、関係小学校が合同行事などを通じて、児童・教員の相互交流を図る

とともに、教員間において、統合後の学校における教育方針や教育内容について話し合うなど、

各学校間の連携を強化していくとともに、各学校においてこれまで培ってきた取組み、文化等を

統合後の学校に継承・発展させていく。 

 

〇学校数が３校から２校に減少することに伴い、必要となる取組みについては、統合前後の関係す

る学校の状況やニーズを把握したうえで、本市の制度において認められた財政的な効果額を活

用して実施する。 

 

（２）教員体制 

〇教員定数については「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」

に基づき、国から措置される基礎定数が基本となるが、関係小学校間において統合前後の円滑

な移行が行えるよう、九条東小学校において教員加配を活用するなど、適切な学習指導や生活

指導の充実に努めていく。 

 

（３）収容対策と教育環境整備 

〇統合後の学校において活用する施設は現在の九条南小学校及び九条北小学校を活用する。 

 統合に伴い不足する教室及び学校運営上必要な施設を確保するために、校舎の増築等を実施



する。 

〇校舎の増築等の実施においては、学校長の意向や住民説明会等での意見を踏まえ、工事期間

中の運動会や体育の授業における場所等の工夫や可能な限り運動場面積の確保に努めるなど、

児童の教育環境に最大限配慮した計画とする。 

 

（４）新たな通学路の安全確保 

〇九条東地域から九条南小学校敷地及び九条北小学校敷地への新たな通学路には、中央大通

りと交差する幅広の道路があることから、児童の安全確保については、警察・道路管理者等の関

係先との協議に着手しており、今後も必要な協議を行ってまいる。登下校時など、地域・保護者

の協力により行われている安全確保策のあり方も含め、「学校適正配置検討会議」において意見

等を聴取した上で、必要な対策を実施する。 

 

（５）学校適正配置検討会議で意見聴取する事項等について 

〇本計画に関すること、標準服その他必要な事項について、様々な意見を踏まえ決定する。 

〇３つの小学校を２つの小学校に再編することに伴い、新たな物品（標準服等）がある場合は、教

育委員会が用意し、保護者に過度な負担を与えないよう配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                          

  

                     

                

  

                

                

      

      



 

 

 

      

      

  

                     

                

  

                

                

                          



参 考 

 

大阪市立学校活性化条例（抄） 

 

（小学校の学級数の適正規模の確保） 

第16条 教育委員会は、小学校（義務教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）の学級数

の規模を適正規模（児童の良好な教育環境の確保及び教育活動の充実を図るために望ま

しい小学校の学級数の規模をいう。以下同じ。）にするよう努めなければならない。 

４ 教育委員会は、学級数の規模が適正規模を下回る小学校であって今後も適正規模とな

る見込みがないと認めるもの（以下「適正配置対象校」という。）について、統合又は

通学区域の変更によりその学級数の規模を適正規模にするための計画（以下「学校再編

整備計画」という。）を策定しなければならない。 

５ 学校再編整備計画には、計画の実施時期、実施後の小学校の所在地その他教育委員会

規則で定める事項を記載するものとし、その内容は、適正配置対象校の学級数の規模が

適正かつ円滑に適正規模となることができるものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大阪市立小学校の適正規模の確保に関する規則（抄） 

 

（学校再編整備計画） 

第４条 条例第16条第５項の教育委員会規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 適正配置対象校及び適正配置関係校の学級数及び児童数の推移並びに今後の見込み 

(2) 適正配置対象校の学級数の規模を適正規模にするための方法 

(3) 学校再編整備計画実施のための学校施設の整備計画 

(4) 学校再編整備計画実施後の学校の通学路及び通学路の安全対策 

(5) その他必要な事項 

（学校再編整備計画の策定） 

第５条 教育委員会は、あらかじめ適正配置対象校の所在する区の区担当教育次長が作成

した学校再編整備計画案をもとに、学校再編整備計画を策定する。 

２ 学校再編整備計画における、当該計画実施後の学校への通学距離は、原則として、２

キロメートル以内とする。 

３ 適正配置対象校との統合の相手方となる学校又は適正配置対象校の通学区域の変更と

併せて通学区域を変更する学校は、原則として、当該適正配置対象校の通学区域と共通

する通学区域を有する中学校（本市が設置する学校教育法第１条に規定する中学校及び

義務教育学校の後期課程をいう。）の通学区域内にあり、かつ当該適正配置対象校と通

学区域が隣接している学校とする。 

４ 学校の統合を実施する場合の学校再編整備計画において、当該計画実施後の学校は、

適正配置関係校と統合する場合にあっては、適正配置関係校の所在地に、適正配置対象

校と統合する場合にあっては、統合するいずれかの適正配置対象校の所在地に設置する

ものとする。ただし、必要な学校施設の整備が困難な場合等、やむを得ないと認められ

る場合はこの限りでない。 

５ 第３条第１号から第５号までに区分される適正配置対象校の学校再編整備計画は、学

校施設の整備計画等を勘案した最短の時期の実施となるように策定しなければならな

い。ただし、教育委員会が特別の事由があると認める場合はこの限りでない。 

６ 第３条第６号に区分される適正配置対象校の学校再編整備計画は、学級数及び児童数

の推移を十分に考慮して、適切な時期に策定するものとする。 

 


